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図－１ 作業フロー

１．はじめに

道路事業における費用便益分析１）では、「走行時間

短縮」、「走行経費減少」及び「交通事故減少」の３つ

の効果を便益の計測対象としている。しかし、これら

は全て交通量が便益換算のパラメータになっているた

め、地方部など交通量の少ない地域では便益を十分に

説明することが困難である。

そこで、交通量に依存しない道路事業評価方法２）と

して、高次の救急医療活動（救急搬送）の観点から便

益の計測を試みることとした。具体的には、高規格幹

線道路が整備され、高次の医療施設を有する都市への

アクセス性が向上することによって、一定のサービス

水準（本研究では高次の医療施設までの搬送時間）を

享受できる町村（人口）が拡大することに着目し、同

等の医療施設を建設・運営するコストに等しい効果が

あると考え、その便益算定を試みた。

２．研究の方法及び結果

研究は以下の作業手順で実施した。

以下、作業フローに沿って詳述する。

２．１．サービス水準の設定

１）対象医療施設の選定

北海道では北海道保健医療福祉計画３）に基づき６つ

の第三次保健医療福祉圏が定められている。第三次保

健医療福祉圏とは、特殊専門的な保健医療サービスを

提供するための地域的単位であって、その中核を担う

高度・専門医療機関として５つの「地方センター病

院」が指定されている。また、心筋梗塞等の重篤救急

患者に対する高度の医療を確保するため、７つの「救

命救急センター」が指定されており、本研究では「地

方センター病院」及び「救命救急センター」として指

定されている８医療施設を「三次医療施設」として取

り扱うこととした。

救急医療活動からみた道路整備効果の評価に関する一考察
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図－２ 第三次保健医療福祉圏

表－１ 地方センター病院及び救命救急センター
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表－２ 道路網等の条件

表－３ 各圏域の人口、面積

図－５ 人口当たり病床数及び医師数

２）サービス水準の設定

サービス水準は、全道３４市から三次医療施設を有す

る７市を除く２７市（以下、「都市部」と呼称）から三

次医療施設までの所要時間の平均をサービス水準とし

て設定した。算出には表－２の条件を用いた。

これら条件を用いた計算の結果、都市部における三

次医療施設までの所要時間の平均は７９分、全道１７８町

村から島部の４町を除いた１７４町村（以下、「地方部」

と呼称。）では９１分で、その差は１２分であった。本研

究では、都市部における三次医療施設までの所要時間

の平均である７９分を救急医療のサービス水準として扱

うこととした（図－３、図－４）。

２．２．サービス水準拡大人口の把握

１）対象圏域の設定

本研究では、第三次保健医療福祉圏の一つである「釧

路・根室圏」を道路整備の効果を検証する圏域として

選定した。当該圏域は釧路支庁及び根室支庁から構成

されており、第三次保健医療福祉圏中最も人口密度が

低く、人口当たり病床数が最も低い圏域となっている。

２）サービス水準拡大人口の把握

現況道路網で三次医療施設（当該圏域においては市

立釧路総合病院がある釧路市）までの所要時間のサー

ビス水準（搬送所要時間が７９分以下）を満たしている

のは、釧路・根室圏の１５市町村のうち釧路市を除くと

釧路町、厚岸町、標茶町、阿寒町、鶴居村、白糠町、

音別町の６町１村でカバー人口は６８，０８７人、人口カ

バー率は３９．７％である。

将来道路網は、現況道路網に加え事業中及び計画中

の高規格幹線道路がフル規格で整備されるものとし

て、サービス水準を満たす人口を算出した。将来道路

網では浜中町、弟子屈町、根室市、別海町、中標津町の

１市４町がサービス水準を満たすこととなり、カバー

人口が１５８，１５４人（人口カバー率９２．３％）となり、現況

道路網に比べ９０，０６７人増加する（図－６、表－４）。

なお、本研究では、搬送は各圏域内で行われ、他圏

域への流出入がないと仮定してカバー人口を算出して

いる。

図－３ 都市部と地方部のアクセス時間分布

図－４ 到達時間分布

２４ 北海道開発土木研究所月報 �５９６ ２００３年１月



図－６ 現況道路網及び将来道路網における三次医療施設までの搬送時間分布図

表－４ 現況道路網及び将来道路網における三次医療施設までの搬送時間分布
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２．３．道路整備による便益の算定

１）便益算定式

まず、救急医療活動の面からみた便益算定の考え方

を整理する。

道路整備によって三次医療施設までの所要時間が短

縮し、都市部のサービス水準を享受できる地域が拡大

することは、当該地域に都市部と同規模の三次医療施

設を建設・運営することに相当する便益が発生するこ

とと考えられる。

「都市部と同規模」とは、「都市部における人口あ

たり病床数に等しい病床数を有する規模（の三次医療

施設）」であり、便益は以下の式によって算定するこ

とができると考えられる。

「便益」＝「サービス水準が向上した地域の人口」

×「都市部の人口当たり病床数」

×「１床当たりの建設・運営費」

２）各パラメータの設定

①前提条件

「費用便益分析マニュアル（案）」に基づき、便益

算定のための前提条件を以下のように設定した。

○現在価値算出のための割引率：４％

○基準年次：平成１３年度

○検討年数：４０年

②「サービス水準が向上した地域の人口」

「２．２．サービス水準拡大人口の把握」において算

出したとおり、将来道路網が構築されることに

よって三次医療施設までの搬送所要時間が７９分以

下になる地域の人口は９０，０６７人である。

③「都市部の人口当たり病床数」

道内の三次医療施設の総病床数は４，８３１床であ

り、第三次保健医療福祉圏ごとの平均値により都

市部の人口千人当たりの病床数は２．４２床／千人と

なる。

④「１床当たりの建設・運営費」

単位病床あたりの建設費・運営費は、全ての三

次医療施設のデータを入手できなかったが、入手

できたデータを基に算出した（表－６）。

・１床当たりの建設費は、建設当時の費用を割引

率４％で現在価値を算出したところ、平均

４６，８２７千円／床となった。

・１床当たりの運営費についても同様に現在価値

を算出したところ、１３，６４６千円／床となった。

運営費は、検討年数の期間（４０年間）の費用を

現在価値に換算する必要があり、割引率４％で

換算したところ、２６７，２４１千円／床となった。

なお、費用便益分析では、基準年次から供用開始

年次までの年数（建設期間）を考慮するが、本研

究では複数路線を扱うことから省略した。

計算の結果、三次医療施設の１床当たりの建設・

運営費は、

２６７，２４１千円／床 ＋４６，８２７千円／床

＝３１４百万円／床

となる。

表－６ 三次医療施設の建設・運営費

表－５ 都市部人口当たり病床数
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表－７ 平均旅行速度

３）便益の算定

前項までで設定された便益算定式、パラメータを用

いて便益を算定する。釧路・根室圏において将来道路

網が構築された場合、救急医療活動の面からの道路整

備の便益は、次式に示すとおり、約６８４億円と算定さ

れる。

９０，０６７人 ×２．４２床／人 ×３１４百万円／床

＝６８４億円

次に、冬期の旅行速度を考慮した場合の便益算定を

試みる。ここで、「冬期」とは、降積雪等の影響で旅

行速度が低下する期間で、「夏期」とは冬期以外のセ

ンサス旅行速度で走行できる期間を指すものとする。

冬期の旅行速度を考慮した便益は以下の式で求められ

る。

「便益」＝「夏期便益」×「夏期月数」÷１２月

＋「冬期便益」×「冬期月数」÷１２月

当該算定式のパラメータは以下のとおり設定した。

・「夏期月数」を４月～１１月の８ヶ月間

・「冬期月数」を１２月～３月の４ヶ月間

・「夏期便益」はセンサス旅行速度を適用した場合

の便益で、前項で求めたとおり６８４億円

・「冬期便益」は、冬期の旅行速度を適用した場合

の便益（新たに算定が必要）

「冬期便益」の算定に必要な冬期旅行速度は、平成

１１年度冬期道路交通実態調査５）を基に算出した。当該

調査は観測地点数が少ないため、観測値のある区間の

夏期と冬期の旅行速度の比から速度低下率を求め、観

測値がない区間の冬期旅行速度を補完し、平均旅行速

度を算出した。計算の結果、冬期の旅行速度は、夏期

の旅行速度の０．８８倍～０．９０倍となった。

この旅行速度を用いて、冬期における三次医療施設

までの搬送所要時間からサービス水準を設定し、サー

ビス水準拡大人口を把握した。冬期の都市部における

三次医療施設までの所要時間の平均は９１分、地方部で

は１０５分で、その差は１４分であった。

釧路・根室圏の冬期におけるサービス水準改善地域

の人口は９６，３６５人となり、冬期便益は約７３２億円と算

定された。

９６，３６５人 ×２．４２床／人 ×３１４百万円／床

＝７３２億円

これらのパラメータを用い、冬期の旅行速度低下を

考慮した場合の便益は約７００億円と算定された。

６８４億円×８月÷１２月＋７３２億円×４月÷１２月

＝７００億円

３．まとめ

本研究は、様々な道路整備の効果のうち、道路整備

による沿道及び地域社会の生活機会の拡大、すなわ

ち、日常的に道路を利用しなくとも何らかの理由によ

り利用したくなったとき、その選択が可能であるとい

う選択可能性（オプション）の効果を便益として評価

することを試みたものである。三次医療施設までの搬

送時間が一定の水準以上に向上する地域の人口（すな

わち、生活機会が拡大する地域の人口）を用いること

で、交通量をパラメータとしない便益算定を行うこと

ができた。また、整備・改良が行われる路線に限定せ

ず、地域社会における道路網を評価対象としたことも

本研究の特徴といえる。

都市部と地方部では種々の分野で生活上の格差があ

り、救急医療に限らず生活機会・交流機会拡大の面の

便益を考慮することによって、地方部の道路整備によ

り有意な結果が期待できると考えられる。
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